
 

一般競争入札方式の手続について（抜粋） 

 

記11 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明  

(1) 競争参加資格がないと認められた者は、 10(5)の通知の期限の日の翌

日から起算して７日（行政機関の休日に関する法律（昭和 63年法律第9

1号）第１条に規定する行政機関の休日を含まない。）以内に、本部長等

に対して競争参加資格がないと認めた理由について説明を求めること

ができるものとする。  

(2) 競争参加資格がないと認められた者が説明を求める場合においては、

書面（様式は自由）を持参することにより行うものとし、郵送又は電送

によるものは受け付けないものとする。  

(3) (2)の書面の提出場所は、契約担当課とする。  

(4) 本部長等は、(1)の説明を求められたときは、原則として、(1)の競争

参加資格がないと認めた理由についての説明を求めることができる最

終日の翌日から起算して 10日以内に、説明を求めた者に対し、書面によ

り回答するものとする。  

(5) 本部長等は、説明を求めた者に競争参加資格があると認める場合にお

いては、10(5)の通知を取り消し、(4)の回答と併せて、競争参加資格が

ある旨を通知するものとする。  

(6) (1)から (4)までの事項を入札説明書において明らかにするものとす

る。  

記18 苦情申立て  

本通達に基づく競争参加資格の確認その他の手続に関し、「政府調達に

関する苦情の処理手続」（平成７年 12月14日付政府調達苦情処理推進本部

決定）により、政府調達苦情検討委員会に対して苦情を申し立てることが

できる旨を入札説明書において明らかにするものとする。  

 

 （参考）  

記10 競争参加資格の確認  

(5) 本部長等は、原則として、申請書及び資料の提出期限の日の翌日から

起算して10日以内（対象工事が施工計画審査タイプである場合には、l4

日以内）に、競争参加資格の確認の結果を申請書及び資料の提出者に対

し通知するものとする。  

 



 

別記様式  

 

競争参加資格確認通知書  

年   月  日  

住 所       

商号又は名称  

代 表 者 氏 名               殿  

独立行政法人都市再生機構○○本部等  

本部長等  ○○ ○○  

 

先に申請のあった○○○○建設工事に係る競争参加資格について、下記

のとおり確認したので、通知します。  

記  

 

公 告 日       

 

 

年   月   日  

 

工 事 名       

 

 

建設工事  

 

 

 

 

 競争参加資格  

 の有無  

 

有  

 

 

無  

 

 

競争参加資格がない  

と認めた理由  

 

 

なお、競争参加資格がないと通知された方は、当職に対して競争参加資格

がないと認めた理由について説明を求めることができます。  

この説明を求める場合は、○年○月○日までに○○本部等○○部契約担

当課へその旨を記載した書面を提出して下さい。  



 

別添１  標準入札公告例  

 

入札公告（建設工事）  

 

次のとおり一般競争入札に付します。  

○年○月○日  

独立行政法人都市再生機構○○本部等  

本部長等 ○○ ○○ 

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号○○  

○第Ｎ号  

１ 工事概要  

(1) 品目分類番号  41 

(2) 工事名 ○○○○建設工事  

(3) 工事場所  ○○県○○市○○町○－○－○  

(4) 工事内容  逆Ｔ式橋脚○○基、逆Ｔ式橋台○○基、場所打杭（φ＝○

ｍ、１＝○ｍ）○○本、切盛土工○○ｍ ３  

(5) 工期  ○年○月○日まで  

(6) 使用する主要な資機材  コンクリート○○ｍ３、鉄筋○○ｔ、アスファ

ルト合材○○ｔ、ガードレール○○ｍ  

２ 競争参加資格  

(1) 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成 16年独立行政法人都市

再生機構達第 95号）第 331条及び第332条の規定に該当する者でないこと。 

(2) 当機構○○地区における○○工事に係る一般競争参加資格の認定を

受けていること（会社更生法（平成 14年法律第154号）に基づき更生手

続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成 11年法律第225

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続

開始の決定後、○○本部長等が別に定める手続に基づく一般競争参加資

格の再認定を受けていること。）。  

(3) 当機構○○地区における○○工事に係る一般競争参加資格の認定の

際に客観的事項（共通事項）について算定した点数（客観点数）が、○

○○○点以上であること。（上記 (2)の再認定を受けた者にあっては、当

該再認定の際に客観点数が○○○○点以上であること。）〔客観点数を競

争参加資格とする工事種別である場合のみ記載する。〕  

(4) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民

事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記 (2)の

再認定を受けた者を除く。）でないこと。  

(5) ○年度以降に、ＮＡＴＭによる内空断面○○㎡以上、延長○○ｍ以上

のトンネル工事を施工した実績を有すること  （共同企業体の構成員と

しての実績は、出資比率が 20％以上の場合のものに限る。）。  

(6)-1 鋼矢板土留工法に係る施工計画が適正であること。〔施工計画審査



 

タイプの場合のみ記載する。〕  

(6)-2 河川区域内における治水上の安全対策が適正であること。〔施工計

画審査タイプの場合のみ記載する。〕  

(7) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専

任で配置できること。  

①  １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であ

ること。  

② ○年度以降に、上記 (5)に掲げる工事の経験を有する者であること。 

③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修

了証を有する者であること。  

(8) 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資

格確認資料（以下「資料」をいう。）の提出期限の日から開札の時まで

の期間に、○○本部長等から本件工事の施工場所を含む区域を措置対象

区域とする指名停止を受けていないこと。  

(9) 上記１に示した工事に係る設計業務等の受注者又は当該受注者と資

本若しくは人事面において関連がある建設業者でないこと。  

(10) 以下に定めるいずれかの届出の義務があり、当該義務を履行していな

い建設業者でないこと。  

・健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務  

・厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の

義務  

・雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務  

３ 入札手続等  

(1) 担当本部等  

〒 000－ 0000 ○○県○○市○○町○－○－○  独立行政法人都市再

生機構○○本部等総務部契約担当課 電話00－0000－0000 

(2) 入札説明書の交付期間、場所及び方法  

○年○月○日から○年○月○日まで  

〒 000－ 0000 ○○県○○市○○町○－○－○  独立行政法人都市再

生機構○○本部等◯◯部◯◯課 電話00－0000－0000 

本公告の日から上記の場所にて交付する。  

(3) 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法  

○年○月○日から   ○年○月○日（競争参加資格の確認の基準日と

いう。）まで 上記３ (1)に同じ。 持参すること。  

(4) 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法  

○年○月○日○○時○○分（ただし、郵便による入札の提出期限は、

○年○月○日○○時○○分） ○○本部等総務部契約担当課  持参又は

郵送すること。  

４ その他  

(1) 手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 



 

(2) 入札保証金及び契約保証金  

① 入札保証金 免除 

② 契約保証金 納付。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証をも

って契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保

証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。  

(3) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請

書又は資料に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に

違反した入札は無効とする。  

(4) 落札者の決定方法  当機構であらかじめ作成した予定価格の制限の

範囲内で最低の価格をもって入札したものを落札者とする。ただし、落

札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容

に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその

者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ

があって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範

囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札し

た者を落札者とすることがある。  

(5) 手続における交渉の有無  無  

(6) 契約書作成の要否  要  

(7) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約

の相手方との随意契約により締結する予定の有無  有（随意契約により

締結する予定の工事の範囲等は、入札説明書参照）  

(8) 資料作成説明会を行う。〔資料作成説明会を実施する場合のみ記載す

る。〕  

(9) 資料のヒアリングを行う。〔資料のヒアリングを行う場合のみ記載す

る。〕  

(10) 現場説明会を行う。〔現場説明会を実施する場合のみ記載する。〕  

(11) 関連情報を入手するための照会窓口  上記３(1)に同じ。  

(12) 一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加  上記２(2)に掲げ

る一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記３ (3)により申請書

及び資料を提出することができるが、競争に参加するためには、当該資

格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けなければならない。 

当該競争参加資格の認定に係る申請は、「競争参加者の資格に関する

公示」（平成○年○月○日付け独立行政法人都市再生機構理事公示）別

記２に掲げる申請者（申請者が経常建設共同企業体である場合において

は、その代表者。）の本店所在地（日本国内に本店がない場合において

は、日本国内の主たる営業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別

記２に定める提出場所において、随時受け付ける。  

(13) 詳細は入札説明書による。  

５ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity：



 

Director General of 0000 Branch Office, Urban Renaissance Agency 

(2) Classification of the services to be procured：41 

(3) Subject matter of the contract：Construction work of the ……  

tunnel 

(4) Time-limit for the submission of application forms and relevant 

documents for the qualification ： 4：00P.M.2 August 2004 

(5) Time-limit for the submission of tenders 10：00A.M.30 September 

2004 (tenders submitted by mail 4：00P.M.29 September 2004） 

(6) Contact point for tender documentation：Contract Division , 

General Affairs Department, 0000 Branch Office, Urban Renaissance 

Agency, 6-5-1,Nishishinjyuku, Shinjyuku-ku, Tokyo 163-1382 TEL 

00-0000-0000 



 

別添２  標準入札説明書例  

 

入札説明書  

 

独立行政法人都市再生機構○○本部等の○○○○建設工事に係る入札公

告（建設工事）に基づく入札等については、この入札説明書によるものとす

る。  

１ 公告日 ○年○月○日  

２ 発注者  

独立行政法人都市再生機構○○本部等  本部長等 ○○ ○○ 

○○県○○市○○町○－○－○  

３ 工事概要  

(1) 工事名 ○○○○建設工事  

(2) 工事場所  ○○県○○市○○町○－○－○  

(3) 工事内容  別冊図面及び別冊仕様書のとおり。  

(4) 工期  ○年○月○日 ( )まで  

(5) 使用する主要な資機材  コンクリート○○ｍ３、鉄筋○○t、アスファ

ルト合材○○ t、ガードレール○○ｍ  

４ 競争参加資格  

(1) 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成 16年独立行政法人都市

再生機構達第 95号）第 331条及び第332条の規定に該当する者でないこと。 

(2) 当機構○○地区における○○工事に係る一般競争参加資格の認定を

受けていること（会社更生法（平成 14年法律第154号）に基づき更生手

続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成 11年法律第225

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続

開始の決定後、○○本部長等が別に定める手続に基づく一般競争参加資

格の再認定を受けていること。）。  

(3) 当機構○○地区における○○工事に係る一般競争参加資格の認定の

際に客観的事項（共通事項）について算定した点数（客観点数）が、○

○○○点以上であること。（上記(2)の再認定を受けた者にあっては、当

該再認定の際に客観点数が○○○○点以上であること。）〔客観点数を競

争参加資格とする工事種別である場合のみ記載する。〕  

(4) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民

事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記 (3)の

再認定を受けた者を除く。）でないこと。  

(5) ○年度以降に、ＮＡＴＭによる内空断面○○㎡以上、延長○○ｍ以上

のトンネル工事を施工した実績を有すること（共同企業体の構成員とし

ての実績は、出資比率が 20％以上の場合のものに限る。）。  

(6)-1 鋼矢板土留工法に係る施工計画が適正であること。〔施工計画審査

タイプの場合のみ記載する。〕  



 

(6)-2 河川区域内における治水上の安全対策が適正であること。〔施工計

画審査タイプの場合のみ記載する。〕  

(7) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専

任で配置できること。  

①  １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であ

ること。なお、「これと同等以上の資格を有する者」とは、次のものを

いう。  

・ １級建設機械施工技士の資格を有する者  

・ 技術士（建設部門、農業部門、（選択科目を「農業土木」とするも

のに限る。）又は林業部門（選択科目を「森林土木」とするものに限

る。））の資格を有する者  

・ これらと同等以上の資格を有するものと建設大臣が認定した者  

② ○年度以降に、上記 (5)に掲げる工事の経験を有する者であること。 

③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修

了証を有する者であること。  

(8) 申請書及び資料の提出期限の日から開札の時までの期間に、○○本部

長等から本件工事の施工場所を含む区域を措置対象区域とする指名停

止を受けていないこと。  

(9) ３(1)に示した工事に係る設計業務等の受注者又は当該受注者と資本

若しくは人事面において関連がある建設業者でないこと。  

(10) 以下に定めるいずれかの届出の義務があり、当該義務を履行していな

い建設業者でないこと。  

・健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務  

・厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の

義務  

・雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務  

５ 設計業務等の受注者等  

(1) ４(9)の「３(1)に示した工事に係る設計業務等の受注者」とは、次に

掲げる者である。  

・ ○○○○設計株式会社  

(2) ４(9)の「当該受注者と資本若しくは人事面において関連がある建設

業者」とは、次の①又は②に該当するものである。  

①  当該受注者の発行済株式総数の 100分の 50を超える株式を有し、又

はその出資の総額の 100分の50を超える出資をしている建設業者  

②  建設業者の代表権を有する役員が当該受注者の代表権を有する役

員を兼ねている場合における当該建設業者  

６ 担当本部等  

〒000－0000 ○○県○○市○○町○－○－○  

○○本部等総務部契約担当課 電話00－0000－0000 

７ 競争参加資格の確認  



 

(1) 本競争の参加希望者は、４に掲げる競争参加資格を有することを証明

するため、次に従い、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）

及び競争参加資格確認資料（以下「資料」という。） を提出し、本部長

等から競争参加資格の有無について確認を受けなければならない。  

４ (2)の認定を受けていない者も次に従い申請書及び資料を提出する

ことができる。この場合において、４ (1)及び (4)から (9)までに掲げる

事項を満たしているときは、開札のときにおいて４ (2)及び(3)に掲げる

事項を満たしていることを条件として競争参加資格があることを確認

するものとする。当該確認を受けた者が競争に参加するためには、開札

の時において４ (2)及び (3)に掲げる事項を満たしていなければならな

い。  

４ (2)の認定に係る申請は、「競争参加者の資格に関する公示」（平成

○年○月○日付け独立行政法人都市再生機構理事公示）別記２に掲げる

申請者（申請者が経常建設共同企業体である場合においては、その代表

者。）の本店所在地（日本国内に本店がない場合においては、日本国内

の主たる営業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、同別記２に定め

る提出場所において、随時受け付ける。  

なお、期限までに申請書及び資料を提出しない者並びに競争参加資格

がないと認められた者は、本競争に参加することができない。  

① 提出期間： ○年○月○日( )から   ○年○月○日 ( ）（競争参

加資格の確認の基準日という。）までの土曜日、日曜日及

び国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第178号）に規

定する休日（以下「祝日」という。）を除く毎日、午前○

時から午後○時まで。  

② 提出場所：６に同じ。  

③ 提出方法： 申請書及び資料の提出は、提出場所に持参することに

より行うものとし、郵送又は電送によるものは受け付け

ない。  

(2) 申請書は、別記様式１により作成すること。  

(3) ４ (5)の同種の工事の施工実績及び４ (7)の配置予定の技術者の同種

の工事の経験の確認を行うに当たっては、効力を有する政府調達に関す

る協定を適用している国及び地域並びに我が国に対して建設市場が開

放的であると認められる国及び地域以外の国又は地域に主たる営業所

を有する建設業者にあっては、我が国における同種の工事の施工実績及

び経験をもって行う。  

(4) 資料は、次に従い作成すること。  

なお、①の同種の工事の施工実績及び②の配置予定の技術者の同種の

工事の経験については、○年度以降に、工事が完成し、引渡しが済んで

いるものに限り記載すること。  

① 施工実績  



 

４ (5)に掲げる資格があることを判断できる同種の工事の施工実績

を別記様式２に記載すること。記載する同種の工事の施工実績の件数

は１件でよい。  

② 配置予定の技術者  

４ (5)に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者の資

格及び同種の工事の経験を別記様式３に記載すること。記載する同種

の工事の経験の件数は１件でよい。なお、配置予定の技術者として複

数の候補技術者の資格及び同種の工事の経験を記載することもでき

る。  

また、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とする

場合において、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配

置することができなくなったときは、入札してはならず、申請書を提

出した者は、直ちに当該申請書の取下げを行うこと。他の工事を落札

したことにより配置予定の技術者を配置することができないにもか

かわらず入札した場合においては、指名停止借置要領に基づく指名停

止を行うことがある。  

③ 施工計画【施工計画審査タイプの場合のみ記載する。】  

４ (6)に掲げる資格があることを判断できる施工方法、仮設備計画

等の技術的事項に対する所見を別記様式４に記載すること。  

④ 契約書の写し【契約書の写しの提出を求める場合のみ記載する。】  

①の同種の工事の施工実績として記載した工事に係る契約書の写

しを提出すること。  

(5) 競争参加資格確認資料作成説明会【施工計画審査タイプの場合にのみ

必要に応じて実施する。】  

競争参加資格確認資料作成説明会を次の要領で行う。  

① 日時： ○年○月○日( ）午前○時から午後○時  

② 場所： 〒000－0000 ○○県○○市○○町○－○－○  

○○本部等  

③ 参加申込方法： 競争参加資格確認資料作成説明会に参加を希望す

る場合は、書面（様式は自由）を申込先へ持参し、

又は郵送することにより申し込むものとし、電送に

よるものは受け付けない。  

④ 申込期間： ○年○月○日( )から   ○年○月○日 ( )まで土曜

日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時から午後○時

まで。  

⑤ 申込先：  〒000－0000 ○○県○○市○○町○－○－○  

○○本部等○○部○○課 電話00－0000－0000 

(6) 競争参加資格確認資料のヒアリング【施工計画審査タイプの場合のみ

必要に応じて実施する。】  

競争参加資格確認資料のヒアリングを次の要領で行う。  



 

① 日時： ○年○月○日( ）午前○時から午後○時  

② 場所： 〒000－0000 ○○県○○市○○町○－○－○  

○○本部等○○部○○課 電話00－0000－0000 

③  その他：  企業別のヒアリングの日時及び場所は追って通知する。

なお、出席者は、資料の内容を説明できる者とする。  

(7) 競争参加資格の確認は、申請書及び資料の提出期限の日をもって行う

ものとし、その結果は○年○月○日までに通知する。  

(8) その他  

① 申請書及び資料の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

② 本部長等は、提出された申請書及び資料を、競争参加資格の確認以

外に提出者に無断で使用しない。  

③ 提出された申請書及び資料は、返却しない。  

④  提出期限以降における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認

めない。  

⑤ 申請書及び資料に関する問い合わせ先  

(1)、(2)及び(7)に関して・・・・６に同じ。  

(3)から(6)までに関して・・・・７ (5)⑤に同じ。  

(9) ４(10)に示す競争参加資格を確認する書類は、保有する最新の経営規

模等評価結果通知書総合評定値通知書の写しを資料に併せて提出する

こと。なお、最新の経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書におい

て社会保険等が未加入であった者が、その後に適用除外となった場合に

は元請適用除外誓約書（別記様式５）を、未加入であった者がその後加

入をした場合は、加入をした事を証明する書面を資料に併せて提出する

こと。  

健康保険・厚生年金保険の加入した事を証明する書面とは、下記に示

すいずれかの書面とする。  

・「健康保険・厚生年金保険」領収証書の写し  

・「健康保険・厚生年金保険」社会保険料納入証明書の写し  

・「健康保険・厚生年金保険」資格取得確認及び標準報酬決定通知書

の写し  

雇用保険の加入した事を証明する書面とは、下記に示すいずれかの書

面とする。  

・「雇用保険」領収済通知書の写し及び労働保険概算・確定保険料申

告書の写し  

・「雇用保険」雇用保険被保険者資格取得等通知書（事業主通知書）

の写し  

８ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明  

(1) 競争参加資格がないと認められた者は、本部長等に対して競争参加資

格がないと認めた理由について、次に従い、書面（様式は自由）により

説明を求めることができる。  



 

① 提出期限： ○年○月○日( ）午後○時  

② 提出場所： ６に同じ。  

③ 提出方法： 書面は持参することにより提出するものとし、郵送又

は電送によるものは受け付けない。  

(2) 本部長等は、説明を求められたときは、○年○月○日までに説明を求

めた者に対し書面により回答する。  

９ 現場説明会【現場説明会を行う場合のみ記載する。】  

(1) 日時： ○年○月○日 ( )○○時から 

(2) 場所： 〒000－0000 ○○県○○市○○町○－○－○  

○○本部等○○○○  

(3) その他：  図面及び仕様書を保持している者は持参すること。  

10 入札説明書【等】に対する質問  

(1) 【現場説明及び】この入札説明書に対する質問がある場合においては、

次に従い、書面（様式は自由）により提出すること。〔注：【  】は、現

場説明会を行う場合のみ記載する。〕  

① 提出期間： ○年○月○日( ）から○年○月○日 ( ）まで。  

② 提出場所： ６に同じ。  

③ 提出方法： 書面は持参し、又は郵送することにより提出するもの

とし、電送によるものは受け付けない。  

(2) (1)の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧に供する。  

①  期間：  ○年○月○日 ( ）から○年○月○日 ( ）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時から午後○時まで  

② 場所： 〒000－0000 ○○県○○市○○町○－○－○  

○○本部等○○○○  

11 入札及び開札の日時及び場所等  

(1) 日時： ○年○月○日 ( ）午前（午後）○時○○分。（ただし、郵便

による入札の提出期限は、○年○月○日( ）  午前（午後）

○時○○分）  

(2) 場所： 〒000－0000 ○○県○○市○○町○－○－○  

○○本部等○○○○（ただし、郵便による入札の提出場所は、

○○本部等総務部契約担当課）  

(3) その他： 競争入札の執行に当たっては、本部長等により競争参加資

格があることが確認された旨の通知書の写しを持参するこ

と。ただし、郵便による入札の場合は、当該通知書を表封筒

と入札書を入れた中封筒の間に入れて郵送すること。  

12 公正な入札の確保  

入札参加者は公正な入札の確保に努めなければならない。  

(1) 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和22年法律第54号）等に抵触する行為を行ってはならない。  

(2) 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参



 

加者と入札価格又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に価

格を定めなければならない。  

(3) 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加  者に対して入札価

格を意図的に開示してはならない。  

13 入札方法等  

(1) 入札書は持参又は郵送すること。電送による入札は認めない。  

(2) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分

の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110分の100に相当する金

額を入札書に記載すること。  

(3) 入札執行回数は、原則として２回を限度とする。  

14 入札保証金及び契約保証金  

(1) 入札保証金 免除 

(2) 契約保証金 請負代金額の10分の３以上を納付。ただし、金融機関又

は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ

る。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険

契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。  

15 工事費内訳書の提出  

(1) 第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応し

た工事費内訳書の提出を求める。なお、郵便による入札の場合は、当該

工事費内訳書を表封筒と入札書を入れた中封筒の間に入れて郵送する

こと。  

(2) 工事費内訳書の様式は自由であるが、記載内容は最低限、数量、単価、

金額等を明らかにすること。  

(3) 工事費内訳書は、参考図書として提出を求めるものであり、入札及び

契約上の権利義務を生じるものではない。  

16 開札  

入札者又はその代理人は開札に立ち会わなければならない。入札者又は

その代理人が開札に立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない

職員を立ち会わせて開札を行う。  

17 入札の無効  

本公告において示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資

料に虚偽の記載をした者のした入札並びに【現場説明、】別冊現場説明書

及び別冊競争契約入札心得において示した条件等入札に関する条件に違

反した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合に

は落札決定を取り消す。  

なお、本部長等により競争参加資格のある旨確認された者であっても、

開札の時において４に掲げる資格のないものは、競争参加資格のない者に



 

該当する。〔注：【  】は、現場説明会を行う場合のみ記載する。〕  

18 落札者の決定方法  

独立行政法人都市再生機構会計規程（平成 16年独立行政法人都市再生機

構規程第４号）第 52条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、落札者とな

るべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した

履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締

結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく

不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ

て入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とする

ことがある。  

19 手続における交渉の有無  無  

20 契約書作成の要否等  

別冊契約書案により、契約書を作成するものとする。  

21 支払条件  

22 火災保険付保の要否  

23 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の

相手方との随意契約により締結する予定の有無  

無／有（随意契約により締結する予定の工事の範囲等は、別冊図面参照） 

24 苦情申立て  

本手続における競争参加資格の確認その他の手続に関し、「政府調達に

関する苦情の処理手続（平成７年 12月14日付政府調達苦情処理推進本部決

定）により、政府調達苦情検討委員会（連絡先：内閣府政府調達苦情処理

対策室内政府調達苦情検討委員会事務局、電話 03-3581-0262（直通))に対

して苦情を申し立てることができる。  

25 関連情報を入手するための照会窓口  

６に同じ。  

26 その他  

(1) 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨

に限る。  

(2) 入札参加者は、別冊入札心得及び別冊契約書案を熟読し、入札心得を

厳守すること。  

(3) 申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要

領に基づく指名停止を行うことがある。  

(4) 落札者は、７(1)の資料に記載した配置予定の技術者を当該工事の現

場に配置すること。  

(5) 落札した総合建設業者及び下請業者が外国の板ガラス製造業者から

の競争力ある取引の申出に対して適切な配慮を払いつつ、板ガラスを含

む建設資機材を内外無差別の原則に基づいて選定することを期待する。 



 

別記様式１  

（用紙Ａ４）  

本競争に必要な「（工種・等級）」の登録状況（申請日時点）：以下、該当箇所の□をチェック及

び記載のとおり  

□申請中⇒□新規又は更新  

□工種又は地区追加（該当する場合、登録番号を記載）  

□済⇒有資格者名簿等の該当部分を提出又は登録番号を記載  

 

 

競争参加資格確認申請書  

年 月  日  

独立行政法人都市再生機構○○本部等  

本部長等 ○○ ○○ 殿  

 

住 所       

商号又は名称  

代 表 者 氏 名       

 

○年○月○日付けで公告のありました○○○○建設工事に係る競争参

加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。  

なお、独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成 16年独立行政法人

都市再生機構達第 95号）第 331条各号の規定に該当する者でないこと及び

添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。  

記  

１ 入札説明書７ (4)①に定める施工実績を記載した書面  

２  入札説明書７ (4)②に定める配置予定の技術者の資格等を記載した

書面  

３  入札説明書７ (4)③に定める施工計画を記載した書面〔施工計画審

査タイプの場合のみ〕  

４  入札説明書７ (4)④に定める契約書の写し〔契約書の写しの提出を

求める場合のみ〕  

５ 保有する最新の経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書  

 ６  入札説明書７ (9)に定める社会保険等加入又は、適用除外を証明す

る書面（被保険者等記号・番号等にマスキングを施すこと。）  

登録番号         

注) なお、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書

留料金分を加えた所定の料金（◯◯円）の切手をはった長３号封筒を申

請書と併せて提出して下さい。  



 

別記様式２  

（用紙Ａ４）  

同種の工事の施工実績  

会社名           

○○工（工種・工法を指定する場合）  

競争参加資格  延長○○ｍ以上のＮＡＴＭ  杭径○ｍ以上の場所杭  

工 

事 

等 

名 

称 

工 事 名 称        

発注機関名    

施 工 場 所       （都道府県名・市町村名）   

契 約 金 額        

工 期      年 月～   年  月  

受注形態等   単体／ＪＶ（出資比率）   

工 

事 

概 

要 

構 造 形 式        

規模・寸法    

使用機材・

数量  
  

設 計 条 件        

注) 公告において明示した資格があることを判断できる必要最小限の項目

を設定すること。  



 

別記様式３  

（用紙Ａ４）  

主任（監理）技術者等の資格・工事経験  

 

配 置 予 定 者 の 氏 名             主任（監理）技術者    ○○ ○○  

最 終 学 歴             ○○大学  土木工学科 ○○年卒業  

法 令 に よ る 資 格 ・ 免 許            

 一級土木施工管理技士（取得年及び登録番号）  

 監理技術者資格（取得年及び登録番号）  

 監理技術者講習（取得年及び修了証番号）  

工 

事 

経 
験 

の 

概 

要 

工 事 名 称          

発 注 機 関 名          

施 工 場 所          （都道府県名・市町村名）  

契 約 金 額          

工 期            年 月～   年 月  

 

従 事 役 職         

 

 現場代理人・主任（監理）技術者  

工 事 内 容          

注) 公告において明示した資格があることを判断できる必要最小限の項目

を設定すること。  



 

別記様式４  

（用紙Ａ４）  

施工計画    会社名         

 

項      目  具 体 的 な 施 工 計 画                 

地形・地質条件、設

計条件等に対する

技術的所見  

（施工の前提となる条件について理解の程度及び対応  

への所見の妥当性等を見る。）  

 

仮 設 備 計 画  

（施工上の諸条件を考慮した仮設備計画の妥当性等を  

見る。）  

 

本体工事施工計画  

（施工環境及び諸条件を考慮した本体工事の施工に係  

る工法等の技術的所見の妥当性等を見る。）  

 

安 全 対 策  

 

環 境 対 策  

 

機 械 設 備 計 画 

 

 

 

注） 公告において明示した資格があることを判断できる必要最小限の項目

を設定すること。  

 



 

別記様式５  

  年  月 日  

独立行政法人都市再生機構  

○○本部等  

 本部長等 ○○  ○○ 殿  

住 所  

商 号  

代表者  

 

元請適用除外誓約書  

 

別紙の理由により、○○○○工事の競争入札に関し、当社は、○○保険法

第〇条に規定する届出の義務を有する者には該当しません。  

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益

を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。  

以上のことについて、誓約します。  

  



 

（健康保険・厚生年金保険）  

 □従業員５人未満の個人事業所であるため。  

 □従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所

であるため。  

 □その他の理由  

 

 

 

 

（「その他の理由」を選択した場合）  

○年○月○日、関係機関（○○年金事務所○○課）に問い合わせを行い判断

しました。  

 

 

（雇用保険）  

 □役員のみの法人であるため。  

 □使用する労働者の全てが 65 歳に達した日以後において新たに雇用した者

であるため。  

 □その他の理由  

 

 

 

 

（「その他の理由」を選択した場合）  

 ○年○月○日、関係機関（ハローワーク○○  ○○課）に問い合わせを行い

判断しました。  

 

別紙  


